
名古屋市（行政）への陳情を実施しました。（2021 年度） 

 令和 3 年 11 月 18 日（木）午前 11 時から名古屋市役所本庁舎 2 階の健康福祉局会議室に

て、例年どおり名古屋市への陳情を行いました。7 月から愛腎協の会員の皆様がご苦労され

て集めて頂いた河村たかし名古屋市長宛の陳情署名と陳情書を提出し、内容についての質

疑応答を行いました。（名古屋市への陳情は平成 15 年より名古屋市腎友会によって毎年行

っており、陳情の受付・回答窓口は名古屋市役所の名古屋市健康福祉局となっています。） 

■陳情署名集計結果／1094 枚、5569 筆 

■参加者／◎仲介役／加藤一登 （名古屋市会議員）◎名古屋市腎友会／鈴木則子（会長）

（大幸砂田橋クリニック）、今井隆夫（副会長）（偕行会城西病院）、松浦一英（副会長）（天

野記念クリニック）、森田順子（移植患者）、井上誠司（偕行会セントラルクリニック）◎愛

知県腎臓病協議会／伊藤寿男（会長）（平針記念クリニック）◎名古屋市（名古屋市健康福

祉局）／山田俊彦（健康福祉局長）、山内加奈子（障害福祉部長）、大脇千鶴（障害企画課長）、

土方伸司（保健医療課長）、片岡拓也（コロナ担当）、原優介（コロナ担当））◎司会／守屋

悟（障害企画課係長）、他書記 1 名 

 

■陳情内容と名古屋市からの回答 

（1）重度心身障害（児）者医療費助成制度に対する市単独事業の継続をお願いします。 

★回答：本市の障害者医療費助成制度につきましては、医療費に係る経済的支援策として必

要な制度と考えております。引き続き国・県の動向を注視しつつ、障害者（児）福祉予算に

は十分に配慮してまいりたいと考えております。 

要望①：所得制限基準額を世帯所得ではなく、本人所得でお願いします。 

要望②：年齢制限を設けないでください 

★回答：所得制限につきましては、医療費助成が経済的支援を目的とした制度であることか

ら一定以上の所得のある場合には一般の方と同様に健康保険の自己負担をお願いしている

ものですので、ご理解ください。なお、本市の医療費助成制度においては、所得算定基準を

個人所得としております。また、年齢制限は設けておりません。 

（2）自立支援医療（更生医療）の継続をお願いします。 

★回答：自立支援医療（更生医療）の給付については、国の制度である障害者総合支援法に

基づき、実施しているところです。引き続き、本市としては腎臓機能障害のある方の人工透

析など必要な医療給付を行ってまいります。 

（3）透析患者の運動不足からの QOL（クオリティ・オブ・ライフ）低下を予防するため

に、医療機関における運動療法の指導体制の推進して頂くようお願いします。 

要望①：名古屋市主催で透析中の運動療法（下肢エルゴメーター、ストレッチ、チューブ運

動等）指導が看護師、スタッフができるように医師、理学療法士指導による「講習会」の実

施をご検討をお願いします。 



★回答：透析中の患者への運動療法指導ができる看護師、スタッフの人材育成講習会につい

ては、法や要綱、各計画に基づく一般的な健康づくりとは異なるため、患者の実態を知る透

析を行う医療機関や理学療法士会等、医療を専門とした職能団体での実施が望ましいと考

えます。 なお、本市では、65 歳以上の方を対象に、高齢者はつらつ長寿推進事業や福祉会

館認知症予防事業など、高齢者の運動や社会参加促進の取り組みを実施しております。 ま

た、要支援 1・2 の方などを対象に、ミニデイ型、運動型通所サービスを実施することで、

フレイルの予防・改善を推進しております。透析患者様におかれましても、主治医とご相談

のうえ、ご活用いただければと存じます。 

要望②：運動療法（腎臓リハビリテーション）が保険適用できるように厚生労働省に要請を

希望します。 

★回答：腎臓リハビリテーションの保険適用について、厚生労働省への要望を検討してまい

ります。 

（4）歩行に障害がある透析患者を無料送迎している施設への助成制度を考えてください。 

要望①：車椅子患者の無料送迎を大人数に行っている透析施設への助成制度を考えてもら

えないでしょうか？ 

★回答：歩行に障害がある透析患者の通院にかかる支援として、本市では重度障害者福祉タ

クシー利用券の年間 120 枚交付、障害福祉サービス（通院等介助、通院等乗降介助、重度訪

問介護、同行援護、行動援護）及び移動支援（診察中や医療の提供を受けている間を除く）、

介護保険制度の通院・外出介助（原則として院内介助を除く）と通院等乗降介助を実施して

おります。 保険診療が適応されない透析患者の無料送迎を行っている透析施設への助成制

度については、困難と考えております。ご理解賜りますようお願いいたします。  

（5）重度障害者福祉タクシー券と福祉特別乗車券などの交通助成についてお願いがありま

す。 

要望①：重度障害者福祉タクシー券の枚数 120 枚の現状維持と相乗りタクシー制度解禁後

に利用できようにお願いします。 

★回答：本市では公共交通機関を利用することが困難な重度障害者の方を対象として、その

社会参加の促進を図るためタクシー料金助成事業を実施しております。 人工透析患者で週

３日以上通院される方々に対しては、特段の配慮といたしまして、タクシー利用券を年間

120 枚交付しているところであり、引き続き制度の維持に努めてまいります。 また、本市

の重度障害者タクシー料金助成事業におきまして、相乗り制度は課題もあることから、引き

続き相乗りタクシー制度の動向と他都市の状況の把握に努めてまいります。  

要望②：横浜市のように「障害者自動車燃料券の交付」を追加して、「重度障害者福祉タク

シー券」と「福祉特別乗車券」の 3 助成から 1 つを選択できるような制度の検討をお願い

します。 

★回答：現在、本市ではガソリン代補助を実施する予定はありませんが、引き続き他都市の

状況の把握に努めてまいります。 



（6）感染症に弱い透析患者が重篤化・死亡しないように名古屋市独自の感染症対策を打ち

出してください。 

要望①：陰圧隔離病床を１床配備および個人用人工透析機 1 台配備に対する透析施設への

助成制度設立を希望します。 

★回答：新型コロナウイルス感染症対策にかかる陰圧対応可能な設備の整備に関しては、愛

知県において、必要な設備購入費等について診察・検査医療機関に対し補助する制度を運用

していると聞いております。 

要望②：感染症対策センター（病院）の建設を希望します。（◎約 200 床の入院治療・透析

治療可能（中・重篤者）◎感染症患者を一括管理できるようにセンターと他の病院との連携

部署有 ◎名古屋市の感染症相談担当部署有） 

★回答：新型インフルエンザ等対策特別措置法において医療の提供体制の確保を担う愛知

県や各医療機関と連携して、新型コロナウイルス感染症に対応する病床の確保をはじめ必

要性に応じた医療提供体制の整備に努めてまいりますので、ご理解賜りますようお願いい

たします。 

要望③：感染症ワクチンの透析患者優先接種を希望します。 

★回答：新型コロナウイルスワクチンの接種に関しては、国の定める接種順位に基づき、基

礎疾患のある方については、優先的に接種を受けることができるよう、本市独自の取組とし

て、65 歳未満の難病患者の方及び障害者の方へ他の市民の方より先行してクーポン券を発

送し、また優先予約期間を設定するなどの対応を行ってきました。 なお、追加接種（３回

目接種）を実施する場合、その実施の時期は２回接種完了から概ね８か月以上後とすること

が妥当とされていますので、個人の状況に応じて異なります。  

要望④：感染症ワクチンの国内開発を推進するように厚生労働省に要望してください。 

★回答：新型コロナウイルスにかかる国産ワクチンの研究開発の促進、国内でのワクチン生

産体制の強化について、これまでも指定都市市長会等を通して要望しており、今後も引き続

き機会をとらえ要望してまいりたいと考えております。 

（7）大規模災害に備え透析患者の命を守る環境を作ってください。 

★回答：大規模災害時において透析患者の医療を確保することは、命に関わる非常に重要な

課題と認識しております。 

要望①：災害後に透析施設が早期稼働できるような整備をお願いします。（電気、水道等） 

★回答：透析医療機関への給水に関しましては、本市が管理する上水道の配水管について、

既に耐震化を実施しております。電力につきましても、中部電力株式会社の変電設備や送電

設備について様々な耐震化対策が施されているとともに、被害を受けた場合については、人

命にかかわる病院を優先して復旧することが地域防災計画に定められております。このほ

か本市では、災害医療活動拠点となる医療機関の自家発電装置向け燃料について、愛知県石

油協同組合と燃料供給に関する協定を締結しております。  

要望②：避難所での透析患者への対応の徹底（透析をしなければ透析患者は死んでしまうこ



との事実の周知徹底） 

★回答：避難所での透析患者への対応につきましては、避難所における透析患者の状況等の

情報把握に努めるとともに、愛知県透析医会の協力も得ながら、透析医療機関の受入状況や

透析医療機関とそこに至るまでの交通手段に関する情報を避難所に掲出するなど、市民向

けに情報提供を行うこととしております。  

要望③：透析患者の透析ができるような場所への移送対応。 

★回答：広域で大災害が発生し、市域だけでは患者の受入が困難となった場合には、県や自

衛隊等と連携し、被害の無い地域への移送を行うこととなっています。 

要望④：東京都福祉保健局が作っている「災害時における透析医療活動マニュアル」のよう

なものを透析医会と協力して名古屋市で作成していただき透析患者および透析施設に配布

を希望します。インターネットでも可。 

★回答：災害時における透析医療活動マニュアルにつきましては、東京都のマニュアルも参

考にしつつ、透析医会のご意見を伺いながら検討してまいります。 


